
 

景況・経営動向調査結果 

- 平成２７年度 第４四半期（１～３月期） - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業振興部 商工振興課 

TEL 095-822-0111 

 

■目 的■ 

会員事業所の経営動向・業況を知ることにより、長崎市内の景況を把握し、地域中小企業

の支援策の参考にするとともに、中小企業経営者等に対して経営に必要な情報を提供する 
 

■調査対象■ 

本所会員事業所のうち、5 産業（製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業）400 社 

（回答 284 社、回収率 71.0％） 

※業種構成比及び小規模企業等の占める割合は、本所会員事業所の構成比を参考に抽出した 
 

■調査期間■ 

平成 28 年 3 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 
 

■調査方法■ 

郵送・E-mail によるアンケート方式 
 

■分析方法■ 

各調査項目について、前年同期及び前期と比較して、「良い」と回答した企業等の割合  

から、「悪い」と回答した企業等の割合を差し引いた指数（BSI：ビジネス・サーベイ・イン

デックス）をもとに分析を行なった 
 

（注）小規模企業等 ＝ 小規模事業者（個人事業主を含む） 

    製造業その他 ⇒ 従業員 20 人以下 

商業・サービス業 ⇒ 従業員 5 人以下 

（注）各調査項目について、季節調整は行なっていない 
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※ 上記（ ）内の数字は前回調査比 

業界の景況感   

1～3 月期の実績は、全産業ベースで▲22.4〔前回調査比-3.0〕 

4～6 月期の見通しは、全産業ベースで▲18.2〔今期実績比+4.2〕 
 

業界の景気動向（景況感）の調査結果をみると、製造業は▲23.6 と前回（12 月）調査比 3.6 ポイン

ト悪化し、非製造業においても、▲22.2 と 2.9 ポイント悪化。全産業ベースでみると▲22.4 と 3.0 ポイ

ント悪化した。 

一方、4～6 月期の見通しは、製造業は今期実績比 14.8 ポイント改善見通しの▲8.8、非製造業は同

2.6 ポイント改善見通しの▲19.6 と共に改善の見通し。 

 

調

査

結

果

の

概

要 会員事業所の業況（自社業況の総合判断）  

1～3 月期の実績は、全産業ベースで▲15.6〔前回調査比+0.8〕 

4～6 月期の見通しは、全産業ベースで▲10.5〔今期実績比+5.1〕 
 

■売上・生産額 

■利益・採算面 

■資金繰り 

■設備投資 

■雇用状況 

■経営上の問題点 

 

今期実績▲15.1（ +0.6） 来期は製造業・非製造業ともに悪化見通し 

今期実績▲14.6（ -4.1） 来期は製造業・非製造業ともに悪化見通し 

今期実績▲6.8（ ＋3.4） 来期は製造業で改善、非製造業は横ばい見通し 

今期実績▲12.6（ -2.5） 来期は製造業で横ばい、非製造業で改善見通し 

今期実績▲22.3（ +0.1） 来期は製造業で悪化、非製造業で改善見通し 

全産業ベースで 27 期連続「売上額、生産額、工事高の伸び悩み」がトップ 

 

 

 

産業天気図 ≪自社業況の総合判断：前年同期比≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

天気 業況BSI

 50以上～100

 25以上～50未満

 0以上～25未満

 ▲25以上～0未満

 ▲50以上～▲25未満

 ▲100～▲50未満

- 凡例 -

業況 BSI 業況 BSI

全産業  ▲ 15.6  ▲ 10.5

製造業  ▲ 17.7  6.1

非製造業  ▲ 15.3  ▲ 12.9

建設業  ▲ 7.9  ▲ 8.1

卸売業  3.8  ▲ 8.0

小売業  ▲ 25.3  ▲ 13.3

サービス業  ▲ 14.6  ▲ 15.9

小規模企業等  ▲ 21.4  ▲ 16.3

1～3月期　実績 4～6月期　見通し
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し １ 

業

界

の

景

況

感 

全産業 ▲22.4〔前回調査比-3.0〕 全産業 ▲18.2〔今期実績比+4.2〕 

業種別にみると、製造業は▲２３．６（前回調査

比－３．６）と２期振りに低下した。一方、非製造

業は建設業が▲１２．８（同＋１４．９）、卸売業

が▲１３．８（同＋５．２）と上昇したが、小売業

▲３３．４（同－１．４）、サービス業▲１８．７

（同－１３．６）が低下し、非製造業全体では▲２

２．２（同－２．９）となった。 

また、小規模企業等も３．４ポイント悪化し▲２

５．６となった。 

業種別にみると、製造業は今期実績比１４．８

ポイント改善見込みの▲８．８となった。また、

非製造業も建設業（同－５．１）、卸売業（同－１．

０）と緩やかに低下する見込みとなったものの、

小売業（同＋９．３）、サービス業（同－１．１）

が改善し、非製造業全体で２．６ポイント改善見

込みの▲１９．６となった。 

また、小規模企業等も２．６ポイント改善見込

みの▲２３．０となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲19.6〔前期比-3.8〕   

業種別にみると、製造業は２．２ポイント上昇

の▲２０．６となり、４期連続での上昇となった。

非製造業は卸売業▲９．６やサービス業▲１１．

３で低下がみられ、非製造業全体で▲１９．５（同

－４．７）となった。 

また、小規模企業等は５．７ポイント低下の▲

２６．１となった。 
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ＢＳＩ：「上昇」-「低下」 

ＢＳＩ：「上昇」-「低下」 
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し 
２ 

自
社
業
況
の
総
合
判
断 

全産業 ▲15.6〔前回調査比＋0.8〕 全産業 ▲10.5〔今期実績比＋5.1〕 

業種別にみると、製造業は８．３ポイント低下の

▲１７．７となった。一方、非製造業はサービス業

が８．３ポイント低下の▲１４．６となったものの、

建設業で１２．１ポイント、卸売業で２３．８ポイ

ント上昇し、非製造業全体で２．０ポイント改善の

▲１５．３となった。 

また、小規模企業等も１．６ポイント改善し▲２

１．４となった。 

 

業種別にみると、製造業は▲9.4（同+18.7）と 2

期連続での改善となった。一方、非製造業はサービ

ス業で改善（同+3.7）がみられたものの、他の業種

ではマイナス幅が拡大し、非製造業全体で▲17.3

（同-4.4）と 3 期振りに悪化している。 

また、小規模企業等は前回調査時で改善する見通

しだったものの、一転して悪化し▲23.0（同-2.1）

となった。 

業種別にみると、製造業は今期実績比５．１ポ

イント上昇し、▲１０．５となる見込み。また、

非製造業も２．４ポイント上昇の見通しとなった

ものの、建設業（同－０．２）、卸売業（同－１１．

８）サービス業（同－１．３）が低下見込みとな

っている。 

小規模企業等は、５．１ポイント上昇見通しの

▲１６．３となった。 

 

製造業は▲16.1 と今期実績比 6.7 ポイント悪化

の見通しとなった。非製造業は卸売業が 5.0（同

+25.0）と調査開始以来始めてプラス水準（「上昇」

超）に転じる見通しとなったものの、非製造業全

体でみると、▲17.7（同-0.4）と小幅な悪化見通

しとなった。 

また、小規模企業等も▲25.4（同-2.4）と今期

に引き続き悪化見通しとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲16.4〔前期比－1.1〕   

業種別にみると、製造業は前回調査比２．２ポイ

ント低下し、▲１４．７となった。また、非製造業

も建設業が１６．２ポイント上昇し▲７．７となっ

たものの、小売業（同－０．９）サービス業（同－

８．７）と低下し、非製造業全体で１．１ポイント

低下の▲１６．７となった。 

また、小規模企業等はほぼ横ばいの▲２３．０（同

－０．６）となった。 
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し ３ 

売
上
・
生
産
額 

全産業 ▲15.1〔前回調査比＋0.6〕 全産業 ▲14.5〔今期実績比＋0.6〕 

 業種別にみると、製造業は▲１３．５（前回調査

比－２．１）とわずかに減少している。一方非製造

業は、サービス業で１６．４ポイント減少の▲２２．

６となったものの、大幅に増加した卸売業（同＋３

７．６）をはじめ増加傾向がみられ、非製造業全体

では０．９ポイント増加の▲１５．４となった。 

 また、小規模企業等はほぼ横ばいの２０．７とな

った。 

業種別にみると、製造業は今期実績から一転し

て増加が見込まれ、８．４とプラス水準に転じる

見込みとなった。一方非製造業は小売業で７．０

ポイント改善見通しとなったものの、他の業種で

減少見通しとなり、非製造業全体で２．５ポイン

ト減少見込みの▲１７．９となった。 

一方、小規模企業等は２．６ポイント改善見通

しの▲１８．１となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲17.8〔前期比－4.2〕   

業種別にみると、製造業は今期実績比６．０ポイ

ント増加し、▲５．４となった。一方、非製造業は

卸売業（同－１．１）小売業（同－７．９）サービ

ス業（同－１２．２）で減少がみられ、非製造業全

体で５．６ポイント減少の▲１９．６となった。 

また、小規模企業等も２．１ポイント減少し▲２

２．３となった。 
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し ４ 

利
益
・
採
算
面 

全産業 ▲14.6〔前回調査比－4.1〕 全産業 ▲11.9〔今期実績比＋2.7〕 

業種別にみると、製造業は７．７ポイント悪化し、

▲１９．５となった。また、非製造業は卸売業で２

３．３ポイントの改善がみられたものの、サービス

業で１６．３ポイント悪化しており、非製造業全体

では３．５ポイント悪化の▲１３．８となった。 

また、小規模企業等も１．４ポイント悪化し、▲

２２．８となった。 

業種別にみると、製造業は３６．６ポイントの

大幅な改善見通しとなり、プラス水準へ転じて１

７．１となった。一方、非製造業は、卸売業（同

－２４．５）サービス業（同－６．７）で悪化し、

非製造業全体では２．３ポイント悪化見通しの▲

１６．１となった。 

小規模企業等は５．０ポイント改善し▲１７．

８となる見通し。 

 

製造業は▲18.8（同-7.0）と悪化見通しとなっ

た。また、非製造業も卸売業（同±0.0）が横ばい

となったが、その他の業種で悪化見通しとなり、

非製造業全体で▲16.4（同-6.1）となった。 

また、小規模企業等においても、▲26.8（同-5.4）

と悪化が見込まれており、来期の「利益・採算面」

は趨勢的に悪化見通しとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲19.1〔前期比－7.2〕   

業種別にみると、製造業は▲８．６（前回調査比

＋６．５）と３期連続での改善となった。一方、非

製造業は建設業で１０．２ポイント改善したもの

の、他の業種で悪化がみられ、非製造業全体で９．

１ポイント悪化の▲２０．６となった。 

小規模企業等はほぼ横ばいながらも０．３ポイン

ト悪化の▲２３．１となった。 
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ＢＳＩ：「好転」-「悪化」 

ＢＳＩ：「好転」-「悪化」 
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し ５ 

資

金

繰

り 

全産業 ▲6.8〔前回調査比＋3.4〕 全産業 ▲6.2〔今期実績比＋0.6〕 

業種別にみると、製造業は５．７ポイント悪化し、

▲５．７となった。一方、非製造業は建設業が１４．

０ポイント改善したことをはじめ、他の業種でもわ

ずかながらも改善がみられ、非製造業全体で４．５

ポイント改善の▲７．０となった。 

また、小規模企業等も▲１２．７と０．７ポイン

トのわずかな改善がみられた。 

 

業種別にみると、製造業は前期調査で悪化見通し

（▲13.8、前回調査比-4.1）となっていたものの、

一転して改善傾向となり±0.0（同+9.7）となった。

一方、非製造業は建設業（同-4.2）・小売業（同-9.6）

が悪化しており、非製造業全体では▲11.5（同-1.7）

とわずかに悪化している。 

小規模企業等は▲13.4（同+1.9）とわずかに改善

している。 

 業種別にみると、製造業は今期実績比５．７ポイ

ント改善し±０．０となる見通し。また、非製造業

は建設業（同－２．５）サービス業（同－９．９）

が悪化したものの、卸売業（同＋１１．０）小売業

（同＋８．３）が改善見通しとなり、非製造業全体

では今季から横ばいの▲７．０となった。 

 また、小規模企業等も３．１ポイントのわずかな

改善がみられ、▲９．６となる見通し。 

 

製造業は改善傾向にある今期から一転して▲13.8

（同-4.1）と悪化の見通し。一方、非製造業は建設

業（同+2.3）で改善見通しとなったものの、卸売業

（同-8.2）、小売業（同-1.1）、サービス業（同-1.4）

で悪化見通しとなり、非製造業全体で 1.3 ポイント

悪化の▲11.1 となった。 

 また、小規模企業等でも▲17.1（同-1.8）の見通

しとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲6.2〔前期比+0.4〕   

業種別にみると、製造業は６．４ポイント改善し、

±０．０となった。一方、非製造業は建設業で１２．

５ポイント改善しプラス水準に転じて１０．３とな

ったものの、他の業種で悪化がみられ、非製造業全

体で０．５ポイント悪化の▲７．１となった。 

また、小規模企業等では前期から横ばいの１０．

６となった。 

 

業種別にみると、製造業は▲6.4（同+6.9）と改

善がみられた。また、非製造業も小売業（同-7.1）

が悪化したものの、卸売業が 5.0（同+25.8）と大幅
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ＢＳＩ：「好転」-「悪化」 

ＢＳＩ：「好転」-「悪化」 
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し ６ 

設

備

投

資 

全産業 ▲12.6〔前回調査比－2.5〕 全産業 ▲8.3〔今期実績比＋4.3〕 

業種別にみると、製造業は２．２ポイント減少し

▲１４．７となった。また、非製造業も建設業で３．

２ポイント増加したものの、他の業種で減少が続

き、非製造業全体で２．５ポイント減少の▲１２．

４となった。 

また、小規模企業等も５．７ポイント減少し▲１

８．４となった。 

業種別にみると、製造業は横ばいの▲１４．７

となる見通し。一方、非製造業はサービス業で１．

２ポイントわずかに減少したものの、他の業種で

は増加見通しとなり、非製造業全体では５．０ポ

イント増加の▲７．４となった。 

また、小規模企業等も３．７ポイント増加見通

しの▲１４．７となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲13.3〔前期比－2.8〕   

業種別にみると、製造業は５．２ポイント減少の

▲１７．７となった。また、非製造業は建設業（同

－８．２）、小売業（同－３．２）が減少しており、

非製造業全体では２．３ポイント減少の▲１２．６

となった。 

また、小規模企業等も４．５ポイント減少し、▲

１９．８となった。 
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ＢＳＩ：「増加」-「減少」 

ＢＳＩ：「増加」-「減少」 
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前年同期（ 2015 年 1～ 3 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績 2016 年 4～6 月期 見通し ７ 

雇

用

状

況 

全産業 ▲22.3〔前回調査比＋0.1〕 全産業 ▲21.2〔今期実績比＋1.1〕 

業種別にみると、製造業は▲５．６と、前回調査

から大きく改善がみられた。一方、非製造業は卸売

業（同＋６．０）が改善しているものの、他の業種

では「不足」と回答した企業が増加したため、非製

造業全体で２．６ポイントマイナスの▲２４．８と

なった。 

小規模企業等は、前回調査からほぼ横ばいのプラ

ス０．３ポイントの▲２０．０となった。 

業種別にみると、製造業は「不足」と回答した

企業が増加する見通しとなり、▲１４．２となっ

た。一方、非製造業は全体的に「不足」と回答し

た企業が減少したことを要因に改善がみられ、▲

２２．２となった。 

また、小規模企業等はほぼ横ばいの▲１９．９

となる見通し。 

 

製造業は▲27.3（同-3.7）となり、「不足」とす

る企業が増加する見通しとなった。一方、非製造

業は小売業（同-6.7）以外の業種で今期より「不

足感」は若干弱まるものの、依然としてマイナス

幅が大きい状態が続く見通しとなり、調査開始以

来、趨勢的に不足感が強まってきている。 

また、小規模企業等も▲21.4（同-1.1）とわず

かに不足感が強まる見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期（ 2015 年 10～ 12 月期）と比較して   

2016 年 1～3 月期 実績   

全産業 ▲22.6〔前期比-0.6〕   

業種別にみると、製造業は▲５．５と、２１．０

ポイントの大幅な改善となった。一方、非製造業は

卸売業が９．５ポイント改善したものの、その他の

業種で悪化傾向となり３．９ポイントマイナスの▲

２５．２となった。 

また、小規模企業等は▲２０．８と１．０ポイン

トのわずかな悪化となった。 
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ＢＳＩ：「過剰」-「不足」 

ＢＳＩ：「過剰」-「不足」 
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全産業ベースでみると、トップは「売上高、生産額、工事高の伸び悩み」（42.1％）。前回調査（41.3％）

からわずかに増加した。また、2009 年 4～6 月期の調査開始以来 28 期連続でのトップとなり、非常

に根深い問題点となっている。 

その他の特徴的な傾向として、「受注、販売競争の激化」や「営業利益の低下」、「従業員の確保難」

など、前回調査と同じ項目が継続して経営上の問題点の上位を占めている。 

 

８ 

経

営

上

の

問

題

点
（
複
数
回
答
可
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全産業 小規模企業等 
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従業員の確保難

人件費の増加
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需要の停滞
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人件費の増加
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原材料高、入手難、

販売価格への転嫁難

受注、販売競争の激化

営業利益の低下

従業員の確保難
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観光客の増加による自社への影響の有無を尋ねたところ、８１．２％の企業が「いいえ」と回答し、

影響があったと答えた企業は１８．８％にとどまった。 

影響があった企業のうち、「売上が増加した」と回答した企業は５８．５％（２４社）、「客数が増

加した」と回答した企業は５６．８％（２１社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、そのうち「増加した年代」についての設問には、４０代の３０．３％をはじめ、幅広い年代

の客層が増加している。「国籍」については、中国が４２．９％のトップで、次いで韓国（１５．４％）、

日本（１４．３％）、台湾（１４．３％）となった。アメリカ・ヨーロッパは１割以下であった。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

■
付
帯
調
査
■
観
光
客
の
増
加
に
夜
波
及
効
果
に
関
す
る
調
査 

（１）．観光客の増加による売上・客数などへの変化はありましたか

はい 43 18.8% 6 19.4% 37 18.7% 27 18.4%

いいえ 186 81.2% 25 80.6% 161 81.3% 120 81.6%

229 - 31 - 198 - 147 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（１）－２．売上について

増加した 24 58.5% 6 100.0% 18 51.4% 13 52.0%

変わらない 13 31.7% 0 0.0% 13 37.1% 8 32.0%

減少した 3 7.3% 0 0.0% 3 8.6% 3 12.0%

その他 1 2.4% 0 0.0% 1 2.9% 1 4.0%

41 - 6 - 35 - 25 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（１）－２．客数

増加した 21 56.8% 3 60.0% 18 56.3% 11 50.0%

変わらない 12 32.4% 2 40.0% 10 31.3% 7 31.8%

減少した 3 8.1% 0 0.0% 3 9.4% 3 13.6%

その他 1 2.7% 0 0.0% 1 3.1% 1 4.5%

37 - 5 - 32 - 22 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（２）－１．増加した年代について

～２０代 6 9.1% 1 12.5% 5 8.6% 4 9.1%

３０代 12 18.2% 2 25.0% 10 17.2% 9 20.5%

４０代 20 30.3% 3 37.5% 17 29.3% 12 27.3%

５０代 18 27.3% 2 25.0% 16 27.6% 13 29.5%

６０代～ 10 15.2% 0 0.0% 10 17.2% 6 13.6%

66 - 8 - 58 - 44 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

1.観光客の増加による影響・変化について 
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観光客をターゲットとした販促・対応について尋ねたところ、「特にしていない」が７５．５％と

最も多く、次いで「外国語への対応」（９．４％）、「新商品取扱いの開始」（３．０％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）－２．増加した国籍について

日本 13 14.3% 2 16.7% 11 13.9% 10 17.5%

中国 39 42.9% 5 41.7% 34 43.0% 23 40.4%

韓国 14 15.4% 3 25.0% 11 13.9% 10 17.5%

台湾 13 14.3% 1 8.3% 12 15.2% 7 12.3%

香港 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他アジア 5 5.5% 0 0.0% 5 6.3% 4 7.0%

アメリカ 2 2.2% 0 0.0% 2 2.5% 2 3.5%

ヨーロッパ 3 3.3% 1 8.3% 2 2.5% 0 0.0%

その他 2 2.2% 0 0.0% 2 2.5% 1 1.8%

91 - 12 - 79 - 57 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（３）観光客への販促・対応など取り組んでいる内容について

外国語への対応 22 9.4% 1 3.3% 21 10.3% 9 6.5%

パンフレットの作成 5 2.1% 0 0.0% 5 2.5% 3 2.2%

HPの作成 2 0.9% 0 0.0% 2 1.0% 2 1.4%

新商品開発 6 2.6% 1 3.3% 5 2.5% 2 1.4%

新商品取扱いの開始 7 3.0% 1 3.3% 6 3.0% 4 2.9%

店舗改装・移転 4 1.7% 0 0.0% 4 2.0% 2 1.4%

キャンペーンなどの実施 1 0.4% 0 0.0% 1 0.5% 0 0.0%

ニーズ調査 2 0.9% 0 0.0% 2 1.0% 1 0.7%

その他 8 3.4% 1 3.3% 7 3.4% 4 2.9%

特にしていない 176 75.5% 26 86.7% 150 73.9% 112 80.6%

233 - 30 - 203 - 139 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

観光客への販促・対応などについて 


